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男女雇用機会均等法の見直しの審議にあたって、差別是正の実効ある改正を求めて審議を行っていただくよう要請します。
2009年には女性差別撤廃委員会から、「均等法に女性差別に対する具体的な定義が盛り込まれず、間接差別の狭い定義が採用された」ことに対して遺憾の意が表明され、「本条約の十分な適用の障害となる」と指摘されています。また、13年5月には社会権規約委員会からも「労働市場における依然として極端な垂直および水平的な性別の差別及び出産後に離職するかパートタイム雇用に移行しなければならない女性の高い割合に見られるように進展が遅いことに」懸念が表明され、「女性に対する差別であるコース別雇用管理制度及び妊娠を理由とする解雇といった慣行を廃止すること」などが指摘されました。今回の見直しでは、国連からの指摘にもこたえ、実効ある改正が求められます。
法改正に向けての審議をお願いたします。

